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審査の一部を紹介します建 設 常 任 委 員 会

（３）　　第２５１号 か ま く ら 議 会 だ よ り 令和２年（2020年）11月１日

９月９日、25日開催
審査した内容（議案１件、陳情２件、報告事項14件）

９月８日開催
審査した内容（議案６件、陳情１件、報告事項４件）

９月11日開催
審査した内容（議案３件、請願１件、報告事項12件）

報告事項　ティアラかまくらの今後の運営について
　ティアラかまくらは、市内で安心して出産および子育てができる環境を
整えることを目的として、平成21年（2009年）２月、鎌倉市医師会立産
科診療所として設立されたものです。
　ティアラかまくらにおける分娩数は、平成22年度（2010年度）の322
件をピークに徐々に減少し、令和元年度（2019年度）は126件となりま
したが、原因としては、市全体の出生数の減少に加え、設立当初と比べて
市内の産科医療機関が２カ所増えたことなどが考えられるとのことです。
　当該診療所の運営状況、また市内に産科医療機関が
充実してきた状況を踏まえ、市と鎌倉市医師会で協議
した結果、令和３年（2021年）５月から６月を目途にティ
アラかまくらを閉院するとのことでした。
　委員会では、ティアラかまくらが担っている産後ケ
ア事業の引き継ぎや、産科医療機関の市内５地域にお
けるバランスなどについて質疑が行われた後、報告事
項について了承されました。

報告事項　新たなモビリティサービス導入の取組状況について
　交通不便地域である二階堂・浄明寺地区の一部地域において、地域住民
等の利用を想定したグリーンスローモビリティ（写真参照）を運行させる
実証実験を行うとの報告がありました。運行形態としては、オンデマンド
型で、バス停留所「大塔宮」を含む地域で運行するとのことです。今後は、
既存の公共交通との比較なども可能な範囲で行うとともに、運行システム
や車両に係る事業者と調整し、地域住民の意見を伺いながら詳細について
決定していくとのことで、本年12月初旬に地域住民への説明会、デモ運
行を実施し、12月末から翌年１月末にかけて実証実験を行うとのことです。

委員会では、報告事項について了承されました。

９月10日開催
審査した内容（議案４件、請願１件、報告事項７件）
議案第60号　鎌倉市森林環境譲与税基金条例の制定について
　森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律に基づき、令和元年度（2019
年度）から市町村に譲与が開始された森林環境譲与税について、使途の明
確化および計画的な活用を目的として、鎌倉市森林環境譲与税基金を設置
するため、条例を制定しようとするものです。

　委員会では、採決の結果、総員の賛成により可決されました。

議案第46号　指定管理者の指定について
　「鎌倉市児童発達支援センター条例」に定める鎌倉市児童発達支援セン
ターあおぞら園の指定管理者として、令和３年（2021年）４月１日から令
和８年（2026年）３月31日までの５年間「社会福祉法人県央福祉会」に指
定するとのことです。
　指定管理者の選定に当たっては、５人の有識者等で構成される選定委員
会において、応募団体によるプレゼンテーションおよびヒアリングを行い、
評価および審議をした結果、当該法人の豊富な事業実績で培ったノウハウ
を生かした施設運営が期待でき、法人運営の医療機関と連携した児童精神
科医師の活用や、医療的ケアが必要な児童への対応が可能であることなど
が評価され選定されたとのことです。指定管理の導入は、利用児童および
地域の相談支援機能の充実につながるもので、今後も児童や保護者が引き
続き安心して利用ができるよう当該法人と連携し保護者へ丁寧に説明を行
い事業の引き継ぎを進めていくとのことです。
　委員会では、施設運営の人員体制や事業実施後の事業評価の在り方など
について質疑が行われた後、採決の結果、多数の賛成により可決されました。
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決算特別委員会委員名簿（議席順）
委 員 長 河村　琢磨（鎌倉のヴィジョンを考える会）

副委員長 伊藤　倫邦（自由民主党鎌倉市議会議員団）

委　　員

納所　輝次（公明党鎌倉市議会議員団）

高野　洋一（日本共産党鎌倉市議会議員団）

前川　綾子（鎌倉みらい）

中村聡一郎（鎌倉のヴィジョンを考える会）

保坂　令子（神奈川ネットワーク運動・鎌倉）

髙橋　浩司（鎌倉夢プロジェクトの会）

令
和
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査

一
般
会
計
決
算
を
認
定

決算特別委員会委員

陳情の議決結果
　９月定例会では２件の請願、５件の陳情が提
出されました。そのうち、陳情１件を全議員に
配付し、請願２件、陳情４件を各委員会に付託
し審査を行いました。
　その結果、陳情１件を採択し、陳情１件を不
採択としたほか、請願１件、陳情２件を継続審
査とし、請願１件を議決不要としました。
　結論が出た陳情の要旨および結果は次のとお
りです。
【採択した陳情】
◇重度障害者医療費助成制度継続についての陳情
　陳情の要旨
　�　令和３年度の予算策定に際し、重度障害者
医療費助成制度について、透析患者・重度障
害者が負担なく医療を受けられるよう求める
ものです。
　委員会および本会議の結果
　�　委員会は総員の賛成により、本会議は多数
の賛成により採択しました。

【不採択とした陳情】
◇�旧岩瀬子ども会館の利活用（多世代交流施設）
を求める陳情

●森林環境譲与税
　森林環境税を財源に、市町村の私有林人工
林面積、林業就業者数および人口に応じて譲
与されるものである。
　本市における令和元年度の譲与税は、台風災
害の復旧等に充当したが、令和２年度以降は、現
在、検討を行っている民有緑地の維持管理支援
策への充当など、計画的な活用を図るとのこと。

●グリーンスローモビリティとは？：電動で、時速
20km未満で公道を走る、４人乗り以上のモビリティ。
今回の実証実験では、低速・低床で７人乗りのゴルフ
カートの形状を有する車両を予定しているとのこと。ティアラかまくら

●森林環境税
　パリ協定の枠組みの下、国の温
室効果ガス排出削減目標の達成
や、災害防止を図るため、森林整備
等に必要な地方財源を安定的に確
保する観点から創設された。令和
６年度から国民１人当たり1,000円
の課税が予定されている。


